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＜変更届等の提出について＞

１．届出の方法（提出部数と提出先）

● 「変更届出書」等の提出は、近畿地方整備局に郵送又は直接提出願います。

● 届出書類の提出部数は、正本１部と副本１部（※）を提出して下さい。

※副本は届出書の１枚目のコピーのみ提出してください（変更届出：様式第22号の2）

● 提出書類は紐綴じにし、書類がバラバラにならないようにして下さい。

提出方法①（郵送の場合）

・書類を下の各宛先まで郵送してください。その際は、下記ＵＲＬから専用の宛先用紙をダウンロード・印刷し、

必要事項をご記入のうえ封筒に貼り付けて送付してください。（郵送代金に不足のないようにお願いします。）

＜宛先＞ 〒540-8615
大阪市中央区大手前3-1-41 大手前合同庁舎９Ｆ

近畿地方整備局 建政部 建設産業第一課 建設業係宛て

＜URL＞ https://www.kkr.mlit.go.jp/kensei/kensetsu/daizinkyoka_sinsa/kensetsu.html
【送付方法について】

・重要な書類については、書留など記録の残る配達方法により送付してください。

・審査中、問い合わせをさせていただくことがありますので、提出される書類の控えを保管してください。

【受付について】

・書類の受付日は発送日ではなく、近畿地方整備局の受付日となりますので、余裕を持って発送してください。

・受付印は、副本（申請書１枚目のコピーのみ）に押印し返送します。返送用の封筒（切手貼付・返送先記載の

もの）を同封ください。（返信用封筒が同封されず、提出のみいただいた副本は、一定期間 （３ヶ月程度）経

過後、処分します。）

提出方法②（持参の場合）

・書類を下の場所まで持参してください。

＜持参先＞

大阪市中央区大手前3-1-41 大手前合同庁舎９Ｆ 近畿地方整備局 建設産業第一課

＜受付時間＞

午前９時３０分～午後４時３０分

※「平日の正午から午後１：００まで」及び「行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日」

は除きます。

【受付について】

・事前の予約はできません。

・窓口で本人確認を行いますので、従業員の方は社員証等、行政書士の方は行政書士証等の提示をお願いします。

・副本に受付印を押印し、お返しします。

・受付時間中は随時、提出書類の形式チェックをさせていただきます。専用受付窓口はありませんので、

混雑する際には、お待ちいただくことがあります。時間に余裕をもってお越しください。

※郵送による申請にご協力をお願いします。

【その他】

・審査中、問い合わせをさせていただくことがありますので、提出される書類の控えを保管してください。

・大阪合同庁舎第１号館はセキュリティゲートを設置しています。１階受付において来庁者受付票に必要事項

をご記入いただくとともに、身分証をご呈示いただき、「一時通行証」をお受取りのうえ入館してください。

・駐車場は数に限りがありますので、なるべく公共交通機関でのご来庁をお願いします。

※ 届出書の提出期限を過ぎてから届出することのないよう十分ご注意願います。

※ 届出後に要件不足が発覚した場合等、誤った届出をしたことが判明したときは、速やかに近畿地方整備局

建政部 建設産業第一課 建設業係までご連絡下さい。



様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人 (8)　建設業法第7条第2号 に規定する営業所に置かれる専任の技術者

建設業法第15条第2号
について変更があつたので届出をします。

（登記上）大阪府大阪市北区中之島４－１－６
（事実上）大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４
株式会社　近畿建設

殿 代表取締役　近畿　太郎 

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

大阪府 大阪市中央区

, ,

連絡先

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ６

北海道開発局長
知事 届出者

項 番

大臣コード
知事

3

変　更　届　出　書

（第一面）
下記のとおり、

令和　　　年　　　月 日

   近畿  地方整備局長

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ３ ５ 0 0 2 3 40
国土交通大臣

許可（
般

－ 日
知事 特

3 5 10 15

年 0 5 月 2 05 6 号 令和 0 2）第

法 人 番 号 ３ ６ 1 2 3

記

7 8 9 00 0 0 4 5 6

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

商号の変更 株式会社　近畿組 株式会社　近畿建設 ０３．８．１

資本金の変更 ２０，０００千円 ４０，０００千円 ０３．８．１

申請者となる代表者の変更 近畿　一郎 近畿　太郎 ０３．８．１

経営業務管理責任者の変更 近畿　二郎 近畿　三郎 ０３．８．１

従たる営業所の所在地変更 兵庫県神戸市中央区１－２－３ 兵庫県神戸市中央区波止場町３－１１ ０３．９．１ 兵庫営業所

主たる営業所の所在地変更 大阪府大阪市中央区大手前2-1-3 大阪府大阪市中央区大手前1-5-44 ０３．８．１ 「本店」「本社」など

役員等の退任 近畿　一郎 ー ０３．８．１ 取締役退任

役員等の就任 ー 近畿　次郎 ０３．８．１ 取締役就任

役員等の就任 取締役　近畿　太郎 代表取締役　近畿　太郎 ０３．８．１ 代表取締役就任

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営
業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内

3 5 10 15 20

令３条使用人の変更 近畿　四郎 近畿　五郎 ０３．９．１ 兵庫営業所

従たる営業所の名称の変更 福井営業所 福井支店 ０３．９．１

キ ケ ン セ ツ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７ キ ン

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

） 近 畿 建 設商 号 又 は 名 称 ３ ８ （ 株

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

キ タ ロ ウ
代表者又は個人
の氏名のフリガ

３ ９ キ ン

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０ 近 畿

3 5

2 7 1

太 郎

20

主たる営業所の
所 在 地

４ ２ 大 手 前 1 －

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

４ １ 2 8 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15

23 25 30 35 40

5 － 4 4

203 5 6 10 15

- 60 － 8 5 8 6郵 便 番 号 ４ ３ 5 4

3 5 10

4 19 4 2 - 1 1電 話 番 号 0 6

所属等　　総務課 氏名　　近畿　一郎 電話番号　　０６－９４２－１１４２

ファックス番号　　０６－９４２－１２３４

0 （千円）
又 は 出 資 総 額

4 0 0 0
資 本 金 額

４ ４

０ ２

・法人である場合は本店の所在地、商号又は名称、代表者氏名

を記載する。ここでいう本店とは「主たる営業所」をいう。

・変更届出書の作成等を代理人を通じて行う場合は、届出者に

加え、その者の氏名も記載します。

（その場合は作成に係る委任状の写しの添付が必要）

複数の許可を受けている場合は、現在有

効な許可日のうち最も古いものを記入す

る。

該当するもの全ての事項に○を付す。

法人の種類のフリガナは

記入しない。

濁点、半濁点を有する文

字は一文字として記入し

ます。

例：

法人の種類は略字で記入

株式会社 → (株)

特例有限会社 → (有)

合資会社 → (資)
合名会社 → (名)

総務省編「全国地方公共団体コー

ド」により、該当コードの上５桁を

記入する。（インターネットで検索

できます。）

役員の就退任の日は登記事
項証明書（商業登記簿）に
記載されている就任日を記
載する。

届出時の資本金を千円単位で右詰

めで記入。

（千円未満切り捨て）

本届出内容に係る質問等に対応できる者の
所属・氏名・電話・Ｆａｘ番号を記入する。

局番との間は「－」ハイフンで
継ぎ左詰めで記入する。

コードに含まれる都道府

県、市区町村名を記入。

項番４１に続く住所を記入。

「丁目」、「番」及び「号」については「－」ハ

イフンを用いて記入する。

ダ ピ

※ 変更の

あった部分の

み記入。

（項番３７～

４４）

赤枠内の項目は、本様式下部
の項番３７～４４に変更後の
内容を記入する。

No.1・2

No.13

No.10

No.11

No.12

No.20

No.9

No.14

No.20

No.19

閲覧に供される書類のため、個人携帯等記
載しないようにご注意ください。

手引き

P18に

あるNo.
を表示

－１－



様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人 (8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所に置かれる専任の技術者

建設業法第15条第2号
について変更があつたので届出をします。

（登記上）大阪府大阪市北区中之島４－１－６
（事実上）大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４
株式会社　近畿建設

殿 代表取締役　近畿　太郎

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ６

知事 届出者

項 番

大臣コード
知事

3 5

変　更　届　出　書

（第一面）
下記のとおり、

令和　　　年　　　月　　　日

   近畿  地方整備局長
北海道開発局長

10 11 13 15

許 可 番 号 ３ ５ 0 0 第 0 2 3 4 5
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

0 5 月 2 0 日6 号 令和 0 2 年

法 人 番 号 ３ ６ 1 2

3 5 10 15

3 0 0 0 4 5

記

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備 考

6 7 8 9 0

営業所の新設 ー 京都営業所 ０３．９．１

令３条使用人の追加 ー 近畿　花子 ０３．９．１ 京都営業所

専任技術者の追加 ー 近畿　月子 ０３．９．１ 京都営業所

営業所の廃止 奈良営業所 ー ０３．９．１

令３条使用人の削除 近畿　雪子 ー ０３．９．１ 奈良営業所

専任技術者の削除 近畿　星子 ー ０３．９．１ 奈良営業所

営業所の業種の廃止 土、建、管、内 土 ０３．９．１ 和歌山営業所

営業所の業種の追加 土 土、建、内 ０３．９．１ 滋賀営業所

専任技術者の削除 海野　四郎　（管） ー ０３．９．１ 和歌山営業所

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営
業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内

一部業種の廃止 管 ー ０３．９．１

専任技術者の変更 河野　次郎　（土、建、内） 山野　太郎　（土） ０３．９．１ 和歌山営業所

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７

35 40

15 20

商 号 又 は 名 称 ３ ８

35 40

15 20
代表者又は個人
の氏名のフリガ

ナ
３ ９

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０

3 5

20

主たる営業所の
所 在 地

４ ２

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

４ １ 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15

23 25 30 35 40

3 5 6 10 15

郵 便 番 号 ４ ３

20

電 話 番 号

ファックス番号　　０６－９４２－１２３４

専任技術者の変更 山野　太郎　（土） 河野　三郎　（土、建、内） ０３．９．１ 滋賀営業所

（千円）
又 は 出 資 総 額

所属等　　総務課 氏名　　近畿　一郎 電話番号　　０６－９４２－１１４２

資 本 金 額
４ ４

０ 2

・法人である場合は本店の所在地、商号又は名称、代表者氏

名を記載する。ここでいう本店とは「主たる営業所」をいう。

・変更届出書の作成等を代理人を通じて行う場合は、届出者

に加え、その者の氏名も記載します。

（その場合は作成に係る委任状の写しの添付が必要）

複数の許可を受けている場合は、現在有

効な許可日のうち最も古いものを記入す

る。

該当するもの全ての事項に○を付す。

営業所の新

設・廃止の場

合は、令３使

用人及び専任

技術者を必ず

記載すること。

必ず第二面を

添付すること。

No.1
8

No.1
5

No.1
6

No.1
7

No.2
2

No.6

手引き

P18に

ある

No.を
表示

No.7

－２－



許可年月日

（従たる営業所）

フリガナ　キョウトエイギョウショ

（従たる営業所）

フリガナ フクイシテン

（従たる営業所）

フリガナ

福井県 福井市

5 10 15 20

2 6 1 0 京都市下京区市区町村名

3

6 都道府県名 京都府

る 南 不 動 堂 町

23 25 30 35 40

院 通 塩 小 路 下西 洞

3 5 6 10 15 20

土 建 大 左 と 石 屋 電

6電 話 番 号 0 7 5 - 20 －

解

2 1

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ 消 清

1

20 25 303 5 10 15

２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変
更

３．従たる営業所
　　の新設

４．従たる営業所
　　の廃止

大臣コード
知事

（用紙Ａ４）

（第二面）
項 番 3

区 分 8 1 3

般
－ ）第 0 2

15

許 可 番 号 8 2 0 0
国土交通大臣

許可（

項 番 3 5 10 11 13

（主たる営業所）

土 建 大 左 と

2 0 日
知事 特

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

0 2 年 0 5 月3 4 5 6 号 令和

筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼 井 具 水 消 清 解防 内 機 絶 通 園
30

（
１．一般
２．特定

）営 業 し よ う
8 3

3 5 10 15 20 25

と す る 建 設 業
3 5 10 15 20 25 30

変更前

3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4 営 業 所京 都

名 称

23 25 30 35 40

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

従たる営業所の
所 在 地

8 6 8 0 8

郵 便 番 号 8 7 8 2 3 46 0 00 - 2 6 0

）

(
１．一般
２．特定

)

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

変更前

3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4 福 井 支 店

名 称

23 25 30 35 40

8 2 0 1 都道府県名 市区町村名

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 1

1 4

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6 花

23 25 30 35 40

- 7堂 南 2 -

3 5 6 10 15 20

8 0 1 5郵 便 番 号 8 7 9 1 0

土 建 大 左 と 石 屋 電

1 8 - 1 8 0電 話 番 号 0 7 7 6 -8 －

解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水

営 業 し よ う
8 8 1

と す る 建 設 業

消 清板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

30

変更前

3 5 10 15 20 25

3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4

名 称

23 25 30 35 40

都道府県名 市区町村名

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 8 7

土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－

解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

消 清板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

30

変更前

3 5 10 15 20 25

０ 2

営業所の新設事例

新設す

る営業

所に関

する事

項を全

て記入

する。

区分３・４で
は項番８３記
入不要

営業
所名
の変
更の
場合
は全
て記
入す
る。

営業所

名の変

更の場

合は全

て記入
する。

－３－



許可年月日

（従たる営業所）

フリガナ　ナラエイギョウショ

（従たる営業所）

フリガナ フクイエイギョウショ

（従たる営業所）

フリガナ

30

変更前

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

消 清板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ 解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

都道府県名 市区町村名

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称

23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4

3 5 10 15

30

変更前

と す る 建 設 業
3 5 10 15 20 25

）営 業 し よ う
8 8

水 消 清 解
（

１．一般
２．特定

機 絶 通 園 井 具しゆ板 ガ 塗 防 内電 管 タ 鋼 筋 舗土 建 大 左 と 石 屋

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

従たる営業所の
所 在 地

8 6

市区町村名

3 5 10 15 20

都道府県名

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称

23 25 30 35 40

井 営 業 所

3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4 福

)25 30

と す る 建 設 業
(
１．一般
２．特定

変更前

消 清 解
）営 業 し よ う

8 8

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

従たる営業所の
所 在 地

8 6

市区町村名

3 5 10 15 20

都道府県名

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称

23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4 奈 良 営 業 所

3 5 10 15

30

変更前

と す る 建 設 業
3 5 10 15 20 25

30

（
１．一般
２．特定

）営 業 し よ う
8 3

3 5 10 15 20 25

井 具 水 消 清 解防 内 機 絶 通 園筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼

（主たる営業所）

土 建 大 左 と

2 0 日
知事 特

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

0 2 年 0 5 月3 4 5 6 号 令和
般

－ ）第 0 2

15

許 可 番 号 8 2 0 0
国土交通大臣

許可（

項 番 3 5 10 11 13

２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変
更

３．従たる営業所
　　の新設

４．従たる営業所
　　の廃止

大臣コード
知事

（用紙Ａ４）

（第二面）
項 番 3

区 分 8 1 4

０ 2

営業所の廃止事例

廃止する営業所の名称のみ記入する。

区分３・４で
は
項番８３記入
不要

営業所名が変更になる場合は、旧営業所名

を区分【４】で削除し、新営業所名を区分

【３】で追加する手順になります。

－４－



許可年月日

（従たる営業所）

フリガナ　ヒョウゴエイギョウショ

（従たる営業所）

フリガナ ワカヤマエイギョウショ

（従たる営業所）

フリガナ　シガエイギョウショ

30

変更前 2

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8 2 1

と す る 建 設 業

消 清板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

1

解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

23 25 30 35 40

都道府県名 市区町村名

3 5 10 15

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称

23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4 滋 賀 営 業 所

3 5 10 15

11

30

変更前 2 1

と す る 建 設 業
3 5 10 15 20 25

）営 業 し よ う
8 8 2

水 消 清 解
（

１．一般
２．特定

機 絶 通 園 井 具しゆ板 ガ 塗 防 内電 管 タ 鋼 筋 舗土 建 大 左 と 石 屋

電 話 番 号郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

従たる営業所の
所 在 地

8 6

市区町村名

3 5 10 15 20

都道府県名

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称

23 25 30 35 40

歌 山 営 業 所

3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4 和

)3 5 10 15 20 25 30

と す る 建 設 業
(
１．一般
２．特定

変更前

消 清 解
）営 業 し よ う

8 8

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

0

土 建 大 左 と 石 屋 電

8 0 - 2 8 0電 話 番 号 0 7 8 - 20 － 0 0 4 2郵 便 番 号 8 7 6 5

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

場 町 3 － 1 1
従たる営業所の
所 在 地

8 6 波 止

市区町村名 神戸市中央区

3 5 10 15 20

8 1 1 0 都道府県名 兵庫県

内

容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 2

名 称

23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4 兵 庫 営 業 所

3 5 10 15

30

変更前

と す る 建 設 業
3 5 10 15 20 25

30

（
１．一般
２．特定

）営 業 し よ う
8 3

3 5 10 15 20 25

井 具 水 消 清 解防 内 機 絶 通 園筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼

（主たる営業所）

土 建 大 左 と

2 0 日
知事 特

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

0 2 年 0 5 月3 4 5 6 号 令和
般

－ ）第 0 2

15

許 可 番 号 8 2 0 0
国土交通大臣

許可（

項 番 3 5 10 11 13

２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変
更

３．従たる営業所
　　の新設

４．従たる営業所
　　の廃止

大臣コード
知事

（用紙Ａ４）

（第二面）
項 番 3

区 分 8 1 2

０ 2

営業所の変更事例

営業しようとする建設業の業種を追加す

る場合

（土、電、管工事業の追加事例）

営業所の所在地のみを変更する場合

（変更する事項のみを記載すること。）

営業しようとする建設業を一部廃止する場合

（建、管、内 工事業の廃止事例）

（管工事業の廃止にともない、22号の4廃業届

が必要になります）

－５－



 様式第二十二号の二　

記載要領

１ （１）から（８）までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。

２ 「 地方整備局長 「国土交通大臣 「般北海道開発局長 及び については、不要のものを消すこと。知事」 特」知事 、」

３ 「届出者」の欄は、この変更届出書により届出をしようとする者（以下「届出者」という ）の他にこの届出書を作。

成した者がある場合には、届出者に加え、その者の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその

他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。

４ で表示された枠（以下「カラム」という ）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、。

カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば １ ２のように右詰めで、また、

文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業 のように左詰めで記入すること。

「大臣５ ３ ５「許可番号」の欄の コード の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類に従い、該知事 」

当するコードを記入すること。

また 「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに、

数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。

なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて

記入すること。

６ ３ ６「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号をいう ）の指定を受けたものである場。

合にのみ当該法人番号を記入すること。

７ 「変更前」及び「変更後」の欄は、届出事項について変更に係る部分を対比させて記載すること。

８ 「変更年月日」の欄は、実際に変更の行われた年月日を記載すること。

９ 届出の内容が、経営業務の管理責任者である役員等の氏名に係る場合には 「備考」の欄にその旨を記載すること。、

10 届出の内容が、主たる営業所若しくは従たる営業所において営業しようとする建設業又は従たる営業所の名称若しく

は所在地に係る変更、従たる営業所の新設若しくは廃止以外の場合には、第二面の提出を要しない。

11 届出の内容が、営業所の新設の場合には 「変更後」の欄に、当該営業所に専任で置かれる法第７条第２号又は第１、

５条第２号に規定する技術者の氏名を記載し 「備考」の欄に当該営業所の名称を記載すること。、

12 ３ ７「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例

えばギ又はパのように１文字として扱うこと。

なお、株式会社等法人の種類を表す文字についてはフリガナは記入しないこと。

13 ３ ８「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。

（例 （ 株 ） Ａ 建 設 種 類 略 号

Ｂ 建 設 （ 有 ） ） 株 式 会 社 （株）

特例有限会社 （有）

合 名 会 社 （名）

合 資 会 社 （資）

合 同 会 社 （合）

協 同 組 合 （同）

協 業 組 合 （業）

企 業 組 合 （企）

14 ３ ９「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、濁音

又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。

「 」 、 、 、15 ４ ０ 代表者又は個人の氏名 の欄は 届出者が法人の場合はその代表者の氏名を 個人の場合はその者の氏名を

それぞれ姓と名の間に１カラム空けて記入すること。

16 ４ １「主たる営業所の所在地市区町村コード」及び８ ５「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府

県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体コード ）により、営業所の所在する市区町村の該当す」

るコードを記入すること。

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記載すること。

17 ４ ２「主たる営業所の所在地」及び８ ６「従たる営業所の所在地」の欄は、13により記入した市区町村コードによ

つて表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を 「丁目 「番」及び「号」については－（ハイフン）、 」、

を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３ のように記入すること。

18 ４ ３及び８ ７のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば０

３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １ のように左詰めで記入すること。

「 資 本 金 額19 ４ ４ の欄は、届出者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあつては資本金額を、それ以外の法又は出資総額 」
人にあつては出資総額を記入し、届出者が個人の場合には記入しないこと。

「 」 、 、20 連絡先 の欄は この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名

電話番号等を記載すること。

21 ８ １「区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。

「２．営業しようとする建設業又は従たる営業所の所在地の変更 ・・・既に許可を受けて営む建設業の種類を変更」

する場合及び従たる営業所の所在地を変更

する場合

「３．従たる営業所の新設 ・・・新たに従たる営業所を追加する場合」

「４．従たる営業所の廃止 ・・・従たる営業所を廃止する場合」

なお、従たる営業所の名称を変更する場合には 「３．従たる営業所の新設」により変更後の名称で当該営業所を追、

加するとともに 「４．従たる営業所の廃止」により変更前の名称の当該営業所を廃止すること。、

22 ８ ３及び８ ８「営業しようとする建設業」の欄は、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、

次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）

建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）

大工工事業（大） 舗装工事業（舗） 造園工事業（園）

左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）

とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）

石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）

屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）

電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）

管工事業（管） 内装仕上工事業（内） 解体工事業（解）

タイル・れんが・ブロツク工事業 タ 機械器具設置工事業（機）（ ）

23 届出の変更が従たる営業所の所在地、電話番号、営業しようとする建設業の変更の場合においては、８ ４「従たる

営業所の名称」の欄に変更のある営業所の名称を記入するとともに 「内容」欄の変更する項目に変更後の内容を記入、

すること。

－６－



様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１） 建設業法第７条第１号に掲げる

（２） 建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。

（登記上）大阪府大阪市北区中之島４－１－６
（事実上）大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４
株式会社　近畿建設

殿 代表取締役　近畿　太郎

許可年月日

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

具体的事由

届 出 書

基準を満たさなくなつた
下記のとおり、

に掲げる基準を満たさなくなつた
（３） 専任の技術者を削除した

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ８

許 可 番 号 ５ １ 0 0

（４） 欠格要件に該当するに至つた
令和 年 月 日

近畿　地方整備局長
北海道開発局長

知事 届 出 者

10 11 13 15

項 番
大臣

コード
知事

3 5

0 2 0 2 年3 4 5
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

日

0 5 月 2 0 日

記

(1) 建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者〕を満たさなくなつた場合

3 5 10 13 14 16 18

6 号 令和第

(2) 建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔専任の技術者〕を満たさなくなつた場合

(3) 専任の技術者を削除した場合

年生年月日氏 名 ５ ２ 月

18

氏 名 ５ ３ 海 野 四

3 5 10 13 14 16

1 月 1 8 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 Ｈ 0 3 年 0郎

和歌山営業所 管

18

氏 名 ５ ３ 近 畿 二

3 5 10 13 14 16

3 月 0 3 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 Ｈ 0 1 年 0郎

管、内東京営業所

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

(4) 建設業法第８条第１号及び第７号から第13号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

該当する理由に○を付す。

該当するものに○を付す。

該当するものに○を付す。

（主な事例）
・営業所の廃止又は一部業種の廃止
により、担当する専任技術者を削除す
る場合。
（所属営業所を変更する場合を除く。）

０ 2

－７－



様式第二十二号の四（第十条の三関係）

（登記上）大阪府大阪市北区中之島４－１－６
（事実上）大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４

株 　株式会社　近畿建設
代表取締役　近畿　太郎

許可年月日

【備考】

令和 　３　年　９　月　１　日

（１） 許可に係る建設業者が死亡したため

（２） 法人が合併により消滅したため

（３） 法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４） 法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５） 許可を受けた建設業を廃止したため

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ９

項 番 3

届 出 の 区 分 ５ ４ 2

廃　 　業　 　届

下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

令和 年 月 日

北海道開発局長
知事 殿 届出者

近畿　地方整備局長

11 13 15

（
１．全部の業種の廃業

）
２．一部の業種の廃業

大臣コード
知事

許 可 番 号 ５ ５ 0 0

3 5 10

第 0 2 3 4 5
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

0 5 月 2 0 日6 号 令和 0 2 年

記

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 清 解園 井 具 水 消通ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板

（
１．一般
２．特定

）
届出時に許可を
受けている建設

業

3 5 10 15 20

廃止した建設業 ５ 1６

1 1

25 30

７ 2 1 2

3

行政庁側記入欄
整理区分

５ ８

５ 1 1

3 5 7

決裁年月日 ５ ９ 令和 日

廃業等の年月日

廃 業 等 の 理 由

年 月

0 2

該当するコードを記入

（注）届出者は太枠内は記入しないこと。

廃業日は必ず記入

該当する理由を○で囲む。

・一部廃業の場合は、専任技術者の変更届（様
式第２２号の２及び第８号）、又は届出書（様
式第２２号の３）を同時に提出。
・従たる営業所で営業する業種に変更がある場
合は、届出書（様式第２２号の２（第一面及び
第二面））を同時に提出。

一部廃業の事例

営業している建設業を一部廃業の場合
（ 管 工事業の廃業事例）

－８－



 令和  年  月  日

    許可番号  国土交通大臣許可 （般・特－１ ）第０１２３４５号

    法人番号　　１２３０００４５６７８９０

（登記上）大阪府大阪市北区中之島４－１－６

届出者 （事実上）大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４

　株式会社　近畿建設

　代表取締役　近畿　太郎

 近畿地方整備局長  殿

   事業年度（第 ６４  期  平成 ３１ 年 ４ 月  １  日から令和 ２ 年 ３ 月 ３１日まで）が

終了したので、別添のとおり、下記の書類を提出します。

 記

（１） 工事経歴書   （２） 工事施工金額   （３） 貸借対照表及び損益計算書   （４） 株主資本等

変動計算書及び注記表   （５） 事業報告書   （６） 附属明細表   （７） 法人税納付済額証明書　

（８） 所得税納付済額証明書   （９） 使用人数   （10） 建設業法施行令第３条に規定する使用人

の一覧表    （11） 定款 　 （12） 健康保険等の加入状況

  記載要領

（１）から（12）までの事項については、該当するものの番号を○でかこむこと。

別紙８

変   更   届   出   書

該当する提出書面の番号を○で囲む。

※下記提出書面のうち、 （９） 使用人数 、 （10） 建

設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表 、

（11） 定款 、（12） 健康保険等の加入状況について

は、変更があった場合のみ添付のうえ提出すること。

－９－



（許可年月日）

（許 可 番 号）

届 出 者

担当者・届出代理人 氏 名 ：

  電 話 ：

の変更届出書の下記の書類について訂正します。

※裏面の【記載上の注意事項】を確認の上、作成してください。

（用紙Ａ４）

変更届出書（別紙８）の訂正について

令和 5 年 4 月 1 日

近畿地方整備局長　　殿

令和 2 年 5 日

国土交通大臣許可 ( 般 ・ 特 － 1 ) 第 012345 号

月 1

所 在 地 大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４

商号又は名称 株式会社　近畿建設

代 表 者 氏 名 代表取締役　近畿　太郎

〔
総務課　近畿　一郎

〕０６－６９４２－●●●●

事業年度（第 66 期 令和 3 年 4

（３）損益計算書 完成工事高の金額の訂正

（１）工事経歴書（土木一式工事） 工事名の訂正、合計件数の訂正

（１）工事経歴書（電気工事） ２ページ目の小計（請負代金の額）の訂正

（２）直前３年の各事業年度における工事
施工金額

建築一式工事及び内装仕上工事の工事施工金額合計
の訂正

年 3

（３）貸借対照表 流動資産合計、流動負債合計の金額の訂正

月 31 日 まで）

記

訂 正 す る 書 類 訂 正 の 内 容

月 1 日 から 令和 4

訂正についての届出をする日を記載する。

※工事経歴書を訂正する場合は、

訂正する「建設工事の種類」を

記載する。

※訂正に係る各様式（各書類）については、

訂正前の文字・数値を赤の二重線で消し、

訂正後の文字・数値を赤文字で明記の上、

添付すること。
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【記載上の注意事項】

※ 1 事業年度ごと（１期ごと）に作成してください。

※ 2 訂正前の文字・数値を赤の二重線で消し、訂正後の文字・数値を赤文字で記入してください。

※ 3 ［各書類ごとの注意事項］

(1) 様式第２号　「工事経歴書」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、訂正する建設工事の種類の工事経歴書一式を

添付してください。

（例） ５業種のうち２業種を訂正する場合、訂正する２業種の工事経歴書一式を

添付してください。

(2) 様式第３号　「直前３年の各事業年度における工事施工金額」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

(3) 様式第１５号　「貸借対照表」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

様式第１６号　「損益計算書」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

(4) 様式第１７号　「株主資本等変動計算書」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

様式第１７号の２　「注記表」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

(5) 「事業報告書」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

(6) 様式第１７号の３　「附属明細表」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

(11) 「定款」

→ 訂正箇所（訂正ページ）だけでなく、書類一式を添付してください。

(12) 様式第７号の３　「健康保険等の加入状況」

→ 決算日時点で訂正がある場合のみ。

なお、営業所の新設等で「保険の加入状況」欄あるいは「事業所整理記号等」欄の

記載内容に変更が生じた場合は、変更届出書（様式第２２号の２）を提出すること。

－11－
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